
1 福祉介護課
物価高騰対応住民税所得割非課税世帯
生活支援給付金事業【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得の方々の生活を維持するために、
低所得世帯への支援を行った。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額
　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　707世帯×100千
円＝70,700千円
　事務費　　345,140円
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（707世帯）

71,045,140 71,045,140 - 

 対象世帯に
対して令和6
年2月までに
支給を開始
する

 令和6年2月
支給開始

 効果的であった
 物価高騰の影響により厳しい生活を送る低所得世帯の生
活支援につながった。

2 福祉介護課
物価高騰対応住民税非課税世帯等生活
支援給付金事業（こども加算）【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得の方々の生活を維持するために、
低所得の子育て世帯への支援を行った。
②低所得の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額（子ども加算給付）　14,950千円
　R５年度分の住民税非課税世帯　196人×50千円＝9,800千円
　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　　103人×50千円
＝5,150千円
　事務費　　34,167円
④18歳以下の児童がいるR５年度分の住民税非課税世帯及び
住民税均等割のみ課税世帯（163世帯）

14,984,167 14,984,167 - 

 対象世帯に
対して令和6
年2月までに
支給を開始
する

 令和6年2月
支給開始

 効果的であった
 物価高騰の影響により厳しい生活を送る低所得世帯のうち
特に子育て世帯の生活支援につながった。

3 税務課
物価高騰対応調整給付事業【物価高騰対
策給付金】

①物価高対策として実施される定額減税を補足する調整給付
に要するシステム改修を行った。
②委託料
③システム改修委託料　8,305千円
④システム改修委託業者

8,305,000 8,305,000 - 

 調整給付の
実施に必要
となる時期ま
でにシステム
改修を完了
する

 令和6年4月
から改修、同
年9月給付開
始

 効果的であった

 物価高騰の影響を受け厳しい生活を送る納税者とその扶
養親族の救援策である定額減税及びその不足額を補う調整
給付について、迅速かつ正確に対応することができ、当該住
民の生活支援に繋がった。
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1 福祉介護課
物価高騰対応住民税非課税化世帯等生
活支援給付金事業【物価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持した。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　43,750千円
令和６年度非課税化世帯　215世帯×100千円、令和６年度均
等割のみ課税化世帯　199世帯×100千円、子ども加算　47人
×50千円
事務費　1,024,827円
④令和６年度非課税化世帯（215世帯）、令和６年度均等割のみ
課税化世帯（199世帯）

44,774,827 44,774,827 - 

 対象世帯に
対して令和6
年7月までに
支給を開始
する

 対象世帯に
対して令和6
年7月に支給
を開始した

 効果的であった
 物価高騰の影響により厳しい生活を送る低所得世帯の生活
支援につながった。

2 福祉介護課
物価高騰対応調整給付事業【物価高騰対
策給付金】

①物価高が続く中で定額減税を補足し支援を行うことで、市民
の生活を維持した。
②定額減税しきれないと見込まれる方に対しての調整給付金及
び事務費
③定額減税を補足する給付の対象者　9958人　(231,800千円）
事務費　8,326,318円
④定額減税を補足する給付の対象者数（9958人）

240,126,318 240,126,318 - 

 対象世帯に
対して令和6
年9月までに
支給を開始
する

 対象世帯に
対して令和6
年9月に支給
を開始した

 効果的であった
 物価高騰が続く中で定額減税を補足して支援を行うことで
市民の生活維持につながった。

総事業費

事業の概要
①目的・効果
②事業費の内容
③事業費の内訳

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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